
カンタン ナットク！ 

高齢の要見守り世帯、 

住宅確保要配慮世帯数を 

「見える化」する 

～高齢者の潜在的居住支援ニーズの推計方法～ 
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資料２－２ 



こんな悩みはありませんか？① 

 

 

わがまちに、「見守りが必要な高齢者」は 

どのくらいいるのだろう？ 
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これから、予防的な事業を 
考えていきたいのだけれど… 



こんな悩みはありませんか？②-1 

 

わがまちに、「借家居住で 

住まいの確保が困難な高齢者」は 

どのくらいいるのだろう？ 
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住まいは地域包括ケアの要。 
まずはここが安定しないと… 



こんな悩みはありませんか？②-2 

 

 

わがまちに、「持ち家居住だけれど、 

実は住み替えニーズをもつ高齢者」が 

どのくらいいるだろう？ 
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自宅が老朽化したり、 
配偶者をなくして1人になったら… 



こんな悩みはありませんか？③ 

 

ところで、わがまちには、利用可能な 

空き家の住宅がどのくらいあるのだろう？ 

 
 

 

5 

住まいに困っている高齢者とうまくマッ
チングできれば、一石二鳥！ 



この資料は、管内の居住支援ニーズを把握するために 

公表された統計データを使って 

 

①見守りニーズの高い高齢者世帯の数 

②潜在的な住宅確保要配慮者の数 

③活用可能な賃貸用住宅の数 

を、簡単に推計する方法を示したものです。 

 

「居住支援ニーズの見える化」が、 

居住支援を始めるための、第一歩です。 

ぜひ、ご活用ください。 
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この推計に使用する統計データは次の2つです。 

 

１つは     国勢調査（平成27年 人口等基本集計） 

        ➡悩み①に応えます。 

 

もう１つは   住宅・土地統計調査（平成25年度版） 

        ➡悩み②-1、②-2、③に応えます。 

 

いずれも、公開されているデータで、政府統計の総合窓口「e-Stat」に 

アクセスすれば、誰でも簡単に入手可能です。 
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【利用統計情報】 

 

 

 

 

 

 

 

➡75歳以上の単身・高齢夫婦のみ世帯数を把握する 

○75歳以上の単身世帯や夫婦のみ世帯は、「見守り」の必要性
は高いと考えられます。何か起きてからでは遅いのです。 

○国勢調査（最新版2015（平成27年））を使って、管内の75歳
以上単身世帯や夫婦のみ世帯数を求めます。 
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平成27年 

国勢調査 

（人口等基本集計） 

推計シート 利用統計表番号 

政令指定都市版 第3-1表、第30-1表 

一般市区版、町村版 第3-2表、第30-2表 

Focus①：わがまちに、見守りが必要な高齢者はどの
くらいいるのだろう？ 

 



➡単身・高齢夫婦のみ世帯で民営借家に居住する低所得世帯数を 
 把握する 

○民営借家で暮らす低所得の高齢単身・夫婦のみ世帯は、住まいの確保が
困難になるケース（家賃負担等の問題や立ち退き等による住居喪失リス
ク）が多いと考えられます。 

○住宅・土地統計調査（最新版2013（平成25）年）を使って、民営借家
で暮らす低所得※１の高齢単身・夫婦のみ世帯数を求めます。 

※１ 低所得は、単身世帯では年収100万円未満、夫婦のみ世帯では年収200万円未満と定義します。 

※２ 一般市区版は公表データが限られるため、一部都道府県全体の数値を援用して推計します。 
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【利用統計情報】 

 

 

 

 

 

 

平成25年 

住宅・土地統計調査 

 

推計シート 都道府県表 市町村表 

政令指定都市版 （共通） 

第41表、第43表、
第48表 

－ 

一般市区版 第33表、第45表 

Focus②-1：わがまちに、借家居住で住まいの確保が
困難な高齢者はどのくらいいるのだろう？ 



➡老朽化した持ち家で暮らす低所得高齢者世帯数を把握する 
  

○地方部では、老朽化した持ち家で暮らす低所得の高齢単身・夫
婦のみ世帯も少なくなく、これらの世帯は、家の老朽化や単身
化により、潜在的な住み替えニーズがあると考えられます。 

○住宅・土地統計調査（最新版2013（平成25）年）を使って、老
朽化した持ち家で暮らす低所得高齢者世帯数を求めます。 

 ※一般市区版は公表データが限られるため、一部都道府県全体の数値を援用して推計します。 
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【利用統計データ】 

 

 

 

 

 

 

平成25年 

住宅・土地統計調査 

 

推計シート 都道府県表 市町村表 

政令指定都市版 － － 

一般市区版 第42表 第36表 

Focus②-2：わがまちに、持ち家居住だけれど、 

実は住み替えニーズをもつ高齢者がどのくらい 

いるだろう？ 



【利用統計データ】 

 

 

 

 

 

 

 

➡管内の住宅ストックから、賃貸用の空き家数を把握する 

 
○最新の住宅・土地統計調査によると、全国の空き家数は820万
戸（空き家率13.5％）、うち賃貸用住宅は約430万戸です。 

○住宅・土地統計調査（最新版2013（平成25）年）を使って、
特に、腐朽、破損していない賃貸用空家数を求めます。 

○住宅確保が困難な高齢者、住み替えニーズのある高齢者等へ 

 の対応を行う際には、管内の空き家の活用を検討しましょう。 
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平成25年 

住宅・土地統計調査 

 

都道府県表 市町村表 

政令指定都市 
第1表、第2表 

第3表、第27表 

第35表 

－ 

一般市区、町村 － 

第1表、第2表 

第7表、第9表 

第25表 

Focus③：ところで、わがまちには、利用可能な空き
家の住宅がどのくらいあるのだろう？ 



＜推計方法のまとめ＞ 
①見守りニーズの高い高齢者世帯の量的把握 

 高齢者世帯のうち、75歳以上の単身世帯・夫婦のみ世帯数を把握し、見守りが必要
な世帯数を推計する。 

②潜在的な住宅確保要配慮者数（高齢者世帯）の量的把握 

 高齢者世帯のうち、特に民営借家で暮らす単身世帯・夫婦のみ世帯数のうち、潜在
的な住宅確保要配慮者である低所得世帯数※を推計する。 

※低所得世帯＝単身世帯では年収100万円未満、高齢夫婦のみ世帯では年収200万円未満と定義。 

 高齢者世帯のうち、持家で暮らす単身世帯・夫婦のみ世帯数のうち、築50年以上の
老朽化した住宅に居住する世帯数を推計する。 

 上記の結果から、各市区町村の実情を踏まえ事業対象者数を見込む。 

③活用可能な賃貸用住宅の量的把握 

 管内の賃貸用住宅のうち、空き家となっている活用可能な賃貸住宅戸数を求める。 

 住宅確保要配慮者への支援策として、空き家の活用を図る。 
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＜政令都市・市区町村別の推計方法＞ 
政令指定 

都市 
一般市区 町村 

① 

65歳以上、75歳以上の 

単身・夫婦のみ世帯数 

（潜在的見守りニーズ） 
○ ○ ○ 

② 

民営賃貸住宅で暮らす 

低所得高齢者のみ世帯数 
○ ○ 町村部では公表データが限ら

れるため、推計では誤差が大
きくなってしまう。 
小規模自治体では、各高齢者
世帯の状況把握が可能であり、
地域別の高齢者台帳の作成を
推奨する。 

 
老朽化した持ち家で暮らす
低所得高齢者のみ世帯数 

－ 

地方部では、老朽化した持
ち家で暮らす低所得高齢者
世帯の住み替えニーズも一
定数ある。一般的な市区で
は、老朽・持ち家低所得高
齢者世帯数も併せて推計す
る。 

③ 
活用可能な賃貸住宅戸数 

（空き家） 
○ ○ ○ 13 



高齢者の潜在的居住支援ニーズ 

「推計シート」の活用 
こんなシートが作成できます 
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推計シート活用のすすめ 

 推計シートはWeb上で公表されている統計表を利用して作成します。 
 統計表を置き換えることで、各自治体で独自に推計が可能です。 

 

※活用の際の注意点 

 本シートでは下記の統計表を利用しています。 
 「平成27年国勢調査」、「平成25年住宅・土地統計調査」 

 統計データは自治体規模によって公表内容が異なるため、推計シー
トは「政令指定都市版」「一般市区版」「町村版」の３種類に分か
れています。 

 本シートの作成によって出た値は、あくまでも推計値ですが、実態
把握や事業検討の際に参考になり、有用です。 

15 



 

次ページ以降は、サンプルとして 

 

推計シートのアウトプットイメージ 

統計データの置き換え作業のイメージ 

 

を、ご紹介します。 

ご関心のある方はご覧ください。 

 

 

早速、推計シートを作ってみましょう！ 
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①高齢者世帯の概況把握 

 Focus① 潜在層も含めた要見守り世帯数 
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推計シートは、誰でも操作可
能です。各自治体の統計情報
に置き換えて、実際に推計 

してみましょう！ 

＜政令指定都市版＞ 

0・地域概要（人口、世帯数）平成27年国勢調査

総数 65歳以上 75歳以上

人　口 1,475,213人 279,482人 128,520人

世帯数 689,886世帯 186,701世帯 91,752世帯

65歳以上世帯人員のいる世帯 75歳以上世帯人員のいる世帯

Focus①　高齢者単身・夫婦のみ世帯（平成27年国勢調査より）

世帯数 世帯人員

65歳以上単身世帯 57,959 57,959

65歳以上夫婦のみ世帯 54,483 98,812

計 112,442 156,771

75歳以上単身世帯 29,092 29,092

75歳以上夫婦のみ世帯 24,425 39,329

計 53,517 68,421
※世 帯 数：65歳以上、75歳以上の世帯員のいる単身世帯、夫婦のみ世帯

※世帯人員：65歳以上、75歳以上の世帯人員

Ⅰ　高齢者世帯の概況把握

29,092 29,092

24,425
39,329

0

20,000

40,000

60,000

80,000

世帯数 世帯人員

75歳以上の単身・夫婦のみ世帯数

75歳以上単身世帯 75歳以上夫婦のみ世帯

世帯、人数

Focus① 75歳以上の単身・夫婦のみ世帯

潜在層を含めた要見守り世帯と想定される。



Focus② 潜在的な住宅確保要配慮者 

②潜在的な居住支援ニーズの把握 
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対象：民営借家で暮らす 

   低所得高齢者世帯 

   （単身・夫婦のみ世帯） 

Focus②　潜在的な住宅確保要配慮の低所得高齢者世帯数（平成25年 住宅・土地統計調査より、推計値）

年収100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

（＝月収8万3千円未満） （＝月収16万6千円未満） （＝月収25万円未満）

借家で暮らす65歳以上単
身世帯数

29,900 3,272 13,390 7,608 3,272 10.9%

　高齢単身（公営の借家） 6,400 1,055 2,954 1,477 1,055 16.5%

　高齢単身（都市再生機構(UR)･
公社の借家）

1,500 75 375 525 75 5.0%

　高齢単身（民営借家） 21,900 2,214 10,120 5,534 2,214 10.1%

　高齢単身（給与住宅） 400 0 160 80 0 0.0%

借家で暮らす65歳以上夫
婦のみ世帯数

9,600 200 3,400 2,800 3,600 37.5%

　高齢夫婦（公営の借家） 3,000 200 1,100 1,000 1,300 43.3%

　高齢夫婦（都市再生機構(UR)･
公社の借家）

1,000 0 200 300 200 20.0%

　高齢夫婦（民営借家） 5,600 0 2,100 1,500 2,100 37.5%

　高齢夫婦（給与住宅） 0 - - - 0 -

※ここでは「低所得世帯」を下記の定義で分類

　単身世帯　　：年収100万円（＝月収8万3千円）未満

　夫婦のみ世帯：年収200万円（＝月収16万6千円）未満

高 齢 単 身 世 帯 2,214 世帯

高齢夫婦のみ世帯 2,100 世帯

計 4,314 世帯

Ⅱ　潜在的な居住支援ニーズの把握

借家で暮らす高齢
単身世帯・夫婦のみ

世帯数

（内訳　単身世帯は推計値） 低所得世帯※

世帯数 割合

潜在的な居住支援ニーズ2,214

10,120

5,534

0

2,100 1,500

0

5,000

10,000

15,000

年収100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

民営借家で暮らす高齢単身・夫婦のみ世帯のうち、低所得世帯数

（一部推計値）

高齢単身（民営借家） 高齢夫婦（民営借家）

世帯数

注：ここでは、単身世帯では年収100万円未満、夫婦のみ世帯では年収200万円未満を低所得世帯と定義

Focus② 潜在的な住宅確保要配慮者

借家、特に民営借家で暮らす低所得の

高齢者世帯（特に単身世帯）は、潜在的

な住宅確保要配慮者と考えられる。

＜政令指定都市＞ 



③活用可能性のある賃貸住宅の把握 

 Focus③ 管内の有効な住宅資源の確認 
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　単身世帯　　：年収100万円（＝月収8万3千円）未満

　夫婦のみ世帯：年収200万円（＝月収16万6千円）未満

高 齢 単 身 世 帯 2,214 世帯

高齢夫婦のみ世帯 2,100 世帯

計 4,314 世帯

Focus③　管内の「腐朽・破損なし」の賃貸用空き家戸数

48,900戸

Ⅲ　活用可能性のある賃貸住宅の把握

腐朽･破損のない賃貸住宅戸数

潜在的な居住支援ニーズ2,214

10,120

5,534

0

2,100 1,500

0

5,000

10,000

15,000

年収100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

民営借家で暮らす高齢単身・夫婦のみ世帯のうち、低所得世帯数

（一部推計値）

高齢単身（民営借家） 高齢夫婦（民営借家）

世帯数

注：ここでは、単身世帯では年収100万円未満、夫婦のみ世帯では年収200万円未満を低所得世帯と定義

Focus② 潜在的な住宅確保要配慮者

借家、特に民営借家で暮らす低所得の

高齢者世帯（特に単身世帯）は、潜在的

な住宅確保要配慮者と考えられる。

Focus③ 管内の有効な住宅資源の確認

管内には、多くの賃貸住宅資源がある ⇒福祉部局と住宅部局の連携による住まいのマッチングと生活支援サポートが可能に！

≪比較≫

＜政令指定都市＞ 



③管内の住宅ストックの状況把握  
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○○市 住宅ストックの現状 

居住世帯のある住宅 専用住宅 持ち家 うち、昭和56年以前建築

671,400戸 664,700戸 314,300戸 65,600戸

うち、昭和56年以前建築

借家
公営・都市再生機構

(UR)・公社の借家
公営の借家 20,600戸 11,400戸

327,200戸 29,300戸
都市再生機構(UR)・

公社の借家
8,700戸 2,600戸

民営借家 一戸建 8,300戸

281,500戸 長屋建 5,100戸

うち、昭和56年以前建築 共同住宅(木造) 48,600戸

住宅総数 木造 14,800戸 共同住宅(非木造) 219,200戸

753,700戸 非木造 14,100戸 その他 300戸

給与住宅 うち、昭和56年以前建築

16,400戸 3,300戸

店舗その他の併用住宅

6,800戸

居住世帯のない住宅 空き家 二次的住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建 長屋建 共同住宅

82,200戸 78,500戸 600戸 400戸 0戸 - 300戸

賃貸用の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建 長屋建 共同住宅

59,800戸 48,900戸 600戸 600戸 47,600戸

売却用の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建 長屋建 共同住宅

4,400戸 3,900戸 1,600戸 0戸 2,300戸

その他の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建 長屋建 共同住宅

13,600戸 9,900戸 2,600戸 200戸 7,000戸

一時現在者のみの住宅

2,700戸

建築中の住宅

1,100戸

（建て方別内訳）

＜政令指定都市＞ 



①高齢者世帯の概況把握 

 Focus① 潜在層も含めた要見守り世帯数 
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推計シートは、誰でも操作可
能です。各自治体の統計情報
に置き換えて、実際に推計 

してみましょう！ 

0・地域概要（人口、世帯数）平成27年国勢調査

総数 65歳以上 75歳以上

人　口 36,584人 14,896人 8,869人

世帯数 14,268世帯 9,084世帯 5,963世帯
65歳以上世帯人員のいる世帯 75歳以上世帯人員のいる世帯

Focus①　高齢者単身・夫婦のみ世帯（平成27年国勢調査より）

世帯数 世帯人員

65歳以上単身世帯 2,494 2,494

65歳以上夫婦のみ世帯 2,794 5,201

計 5,288 7,695

75歳以上単身世帯 1,708 1,708

75歳以上夫婦のみ世帯 1,562 2,666

計 3,270 4,374
※世 帯 数：65歳以上、75歳以上の世帯員のいる世帯

※世帯人員：65歳以上、75歳以上の世帯人員

Ⅰ　高齢者世帯の概況把握

1,708 1,708

1,562
2,666

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

世帯数 世帯人員

75歳以上の単身・夫婦のみ世帯数

75歳以上単身世帯 75歳以上夫婦のみ世帯

世帯、人数

Focus① 75歳以上の単身・夫婦のみ世帯

潜在層を含めた要見守り世帯と想定される。

＜一般市区・町村＞ 



Focus②-１,②-２ 

潜在的な住宅確保要配慮者 
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②潜在的な居住支援ニーズの把握（一般市区版） 

対象：民営借家及び老朽化した持ち家で 

   暮らす低所得高齢者世帯 

   （単身・夫婦のみ世帯） 

 

 

Focus②-１　潜在的な住宅確保要配慮の低所得高齢者世帯数（平成25年 住宅・土地統計調査より、推計値）

年収100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

（＝月収8万3千円未満） （＝月収16万6千円未満） （＝月収25万円未満）

65歳以上単身世帯数

　高齢単身（持ち家） 2,180 590 874 539 590 27.0%

　高齢単身（借家） 350 118 149 57 118 33.6%
　高齢単身（公営・都市再生機構
(UR)･公社の借家）

230 107 92 23 107 46.7%

　高齢単身（民営借家） 120 35 53 22 35 28.8%

　高齢単身（給与住宅） 0 0 0 0 0 -

65歳以上夫婦のみ世帯数（参考）

　高齢夫婦（持ち家） 2,660 158 639 1,142 798 30.0%

　高齢夫婦（借家） 180 16 66 48 82 45.7%

　高齢夫婦（公営の借家） 110 18 53 29 71 64.2%
　高齢夫婦（都市再生機構(UR)･
公社の借家）

0 0 0 0 0 -

　高齢夫婦（民営借家） 70 4 15 12 18 26.0%

　高齢夫婦（給与住宅） 0 0 0 0 0 -

※ここでは「低所得世帯」を下記の定義で分類

　単身世帯　　：年収100万円（月収8万3千円）未満

　夫婦のみ世帯：年収200万円（月収16万6千円）未満

高 齢 単 身 世 帯 35 世帯

高齢夫婦のみ世帯 18 世帯

計 53 世帯

Focus②-２　老朽化した住宅で暮らす低所得高齢世帯数（推計値）

持ち家※1 民営借家※2 計

　※統計の区分上、昭和35年以前に建築された持ち家の割合を利用 高 齢 単 身 世 帯 133 35 168

高齢夫婦のみ世帯 180 18 198

計 313 53 366

　※1　持家低所得×築50年以上の割合

　※2　借家低所得世帯

Ⅱ　潜在的な居住支援ニーズの把握

潜在的な居住支援ニーズの合計
築50年以上経過した持ち家の割合 22.6%

借家で暮らす高齢
単身世帯・夫婦のみ

世帯数

（内訳） 低所得世帯※

世帯数 割合

民営借家の低所得高齢者世帯数

35

53
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年収100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

年収別に見た民営借家で暮らす高齢単身・夫婦のみ世帯数

（一部推計値）

高齢単身（民営借家） 高齢夫婦（民営借家）

世帯数

注：ここでは、単身世帯では年収100万円未満、夫婦のみ世帯では年収200万円未満を低所得世帯と定義

Focus②-1 潜在的な住宅確保要配慮者

借家、特に民営借家で暮らす低所得

の高齢世帯（特に単身世帯）は、潜在的

な住宅確保要配慮者と考えられる。

Focus②-2 老朽化住宅に居住する低所得高齢世帯

老朽化した持ち家で暮らす低所得高齢者世帯は、早期に転居・住まい確保が必

要な対象層と言える。

＜一般市区＞ 



③活用可能性のある賃貸住宅の把握 

 Focus③ 管内の有効な住宅資源の確認 
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Focus②-２　老朽化した住宅で暮らす低所得高齢世帯数（推計値）

持ち家※1 民営借家※2 計

　※統計の区分上、昭和35年以前に建築された持ち家の割合を利用 高 齢 単 身 世 帯 133 35 168

高齢夫婦のみ世帯 180 18 198

計 313 53 366

　※1　持家低所得×築50年以上の割合

　※2　借家低所得世帯

Focus③　管内の「腐朽・破損なし」の賃貸用空き家戸数

550戸

Ⅲ　活用可能性のある賃貸住宅の把握

潜在的な居住支援ニーズの合計

腐朽･破損のない賃貸住宅戸数

築50年以上経過した持ち家の割合 22.6%

Focus②-2 老朽化住宅に居住する低所得高齢世帯

老朽化した持ち家で暮らす低所得高齢者世帯は、早期に転居・住まい確保が必

要な対象層と言える。

Focus③ 管内の有効な住宅資源の確認

管内には、多くの賃貸住宅資源がある ⇒福祉部局と住宅部局の連携による住まいのマッチングと生活支援サポートが可能に！

≪比較≫

＜一般市区・町村＞ 



③管内の住宅ストックの状況把握  

24 

○○市 住宅ストックの現状 

居住世帯のある住宅 専用住宅 持ち家 うち、昭和56年以前建築

14,560戸 14,220戸 11,340戸 6,790戸

うち、昭和56年以前建築

借家
公営・都市再生機構

(UR)・公社の借家
公営の借家 1,070戸 380戸

2,860戸 1,070戸
都市再生機構(UR)・

公社の借家 0戸 0戸

民営借家 一戸建 550戸

1,650戸 長屋建 90戸
うち、昭和56年以前建築 共同住宅 1,010戸

住宅総数 木造 360戸 その他 0戸

17,440戸 非木造 20戸

給与住宅 うち、昭和56年以前建築

130戸 20戸

店舗その他の併用住宅

350戸

居住世帯のない住宅 空き家 二次的住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建
長屋建・共同住

宅・その他

2,880戸 2,860戸 60戸 50戸 50戸 -

(16.4%)

賃貸用の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建
長屋建・共同住

宅・その他

580戸 550戸 60戸 490戸

売却用の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建
長屋建・共同住

宅・その他

20戸 20戸 20戸 -

その他の住宅 うち、腐朽･破損なし 一戸建
長屋建・共同住

宅・その他

2,200戸 1,630戸 1,490戸 140戸

一時現在者のみの住宅

10戸

建築中の住宅

0戸

（建て方別内訳）

＜一般市区・町村＞ 



各地域で独自に推計を行うために 
統計データの置き換え作業のイメージ 

25 



①平成27年国勢調査 統計結果一覧画面 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=000001080615&requestSender=search 

26 

「人口等基本集計（男女・年齢・配偶関係、世帯の構成、住
居の状態など）」の中から、該当する都道府県を選択します。 



平成27年国勢調査 

「人口等基本集計」 

 
〔利用する統計表〕 

○政令指定都市版： 

 ３－１表、３０－１表 

○一般市区版、町村版 

 ３－２表、３０－２表 

ファイルを
オープン 

27 



Web上の統計表を開くと、下記内容が表示されます 

自らの自治体のデータを選択し、 

推計シートの該当箇所へコピー＆ペースト 
※貼り付けは値貼り付け形式で行ってください。 

「推計シート」の該当ワークシート 

※表番号がワークシート名になっています。 

すべてのワークシートで同様の作業を行います。 28 



②平成25年 住宅・土地統計調査 統計結果一覧画面 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001055626&cycode=0 

29 

該当する都道府県を選択します。 
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平成25年住宅・土地統計調査 

 
統計表一覧が表示されます。 

順番は以下のとおり。 

○「都道府県」（含む政令指
定都市）統計表（1～158） 

○「市区町村」統計表（1～
112） 
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ファイルを
オープン 
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Web上の統計表を開くと、下記内容が表示されます 

自らの自治体のデータを選択し、 

推計シートの該当箇所へコピー＆ペースト 
※貼り付けは値貼り付け形式で行ってください。 

すべてのワークシートで同様の作業を行います。 

「推計シート」の該当ワークシート 

※表番号がワークシート名になっています。 


